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社会福祉士及び介護福祉士法の一部を改正する法律の施行について 

（喀痰吸引等関係） 

 

 

｢介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成23年法律第

72号。以下「改正法」という。）｣により改正された｢社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62

年法律第30号。以下「法」という。）｣の規定に基づく「社会福祉士及び介護福祉士法施行規

則の一部を改正する省令」（平成23年厚生労働省令第126号。以下「改正省令」という。）に

より改正された｢社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和62年厚生省令第49号。以下「省

令」という。）｣について、介護職員等による喀痰吸引等の実施の基準の趣旨及び内容は下記

のとおりであるので、御了知の上、関係団体、関係機関等にその周知徹底を図るとともに、

その運用に遺漏のないようにされたい。 

なお、本通知は医政局及び老健局に協議済みであることを申し添える。 

本通知は、地方自治法（昭和 22年 4 月 17 日法律第 67号）第 245 条の 4 第 1 項の規定に

基づく技術的助言として発出するものである。 
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記 

 

第１ 趣旨 

 

今般の改正法及び改正省令は、喀痰吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部の喀痰吸

引をいう。第１において同じ。）及び経管栄養（胃ろう又は腸ろうによる経管栄養、経鼻経管

栄養をいう。第１において同じ。）の実施のために必要な知識、技能を修得した介護職員等（介

護福祉士を含む）について、一定の要件の下に、喀痰吸引及び経管栄養を実施することがで

きるものとしたこと。 

 具体的には、介護福祉士については、養成課程において喀痰吸引及び経管栄養に関する知

識、技能を修得し、平成27年4月 1日以降、一定の基準を満たす事業所において、喀痰吸引

及び経管栄養を実施することができるものとしたこと。なお、平成24年 4月1日以降におい

ても、認定特定行為業務従事者認定証（法附則第4条第1項の認定特定行為業務従事者認定

証をいう。以下同じ。）の交付を受けた場合には、喀痰吸引及び経管栄養を実施することがで

きるものとしたこと。 

また、介護福祉士を除く介護職員等については、平成 24 年 4 月 1 日以降、認定特定行為

業務従事者（法附則第3条第1項の認定特定行為業務従事者をいう。以下同じ。）となるのに

必要な知識、技能を修得するための研修を修了し、都道府県知事から認定特定行為業務従事

者認定証の交付を受け、喀痰吸引及び経管栄養を実施することができるものとしたこと。 

なお、現在、当面のやむを得ない措置として、在宅・特別養護老人ホーム・特別支援学校

において、運用上一定の行為の実施が認められている介護職員等については、必要な知識、

技能を修得した者である旨の証明を受け、認定特定行為業務従事者認定証の交付を受けた場

合に、喀痰吸引及び経管栄養を実施することができるものとしたこと。 

改正省令は、喀痰吸引及び経管栄養の実施に係る事業者及び研修機関の登録基準等を定め

たものであり、喀痰吸引及び経管栄養が安全かつ適切に実施されるよう遵守すべきものであ

ること。 

 

 

第２ 制度概要等 

 

１．喀痰吸引等の範囲 

省令第1条は、法第2条第2項に規定する介護福祉士が業として行いうる「日常生活を

営むのに必要な行為であつて、医師の指示の下に行われるもの」に該当するものとして第

1号から第5号の別に喀痰吸引等の行為を定めたものであること。 

介護福祉士が喀痰吸引等を実施する場合には、喀痰吸引等の対象者の日常生活を支える

介護の一環として必要とされる医行為のみを医師の指示の下に行うものであり、安全性確
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保の観点から、同条第1号及び第2号に規定する喀痰吸引については、咽頭の手前までを

限度とすること。 

また同様の観点から、同条第 4 号の胃ろう又は腸ろうによる経管栄養の実施の際には、

胃ろう・腸ろうの状態に問題がないことの確認を、同条第5号の経鼻経管栄養の実施の際

には、栄養チューブが正確に胃の中に挿入されていることの確認を医師又は看護職員（保

健師、助産師、看護師及び准看護師をいう。以下同じ。）が行うこと。 

２．介護福祉士の登録要件 

省令第24条の2は、法第42条第1項の介護福祉士の登録事項として、省令第1条各号

に掲げる喀痰吸引等の行為のうち養成課程において実地研修を修了したものを、新たに加

えたものであること。 

これは、平成 27 年度以降の国家試験合格者に係る介護福祉士の資格登録要件となる一

方で、実地研修の修了状況については登録申請者により異なることとなり、省令第 26 条

の 3 第 2 項第 1 号において登録喀痰吸引等事業者（法第 48 条の 6 第 1 項に規定する登録

喀痰吸引等事業者をいう。以下同じ。）の登録基準として、省令第 1 条各号に掲げる行為

のうち、当該介護福祉士が実地研修を修了している行為についてのみ喀痰吸引等の実施を

行わせることができることとしていることからも、登録事項として定めたものであること。 

 

 

第３ 登録喀痰吸引等事業者（法附則第20条の登録特定行為事業者を含む。） 

 

１．登録申請 

(1)事業所の単位 

法第 48 条の 3 において、事業者はその事業所ごとにその所在地を管轄する都道府県知

事の登録を受けなければならないとされており、このため登録喀痰吸引等事業者としての

登録は、喀痰吸引等を実施する事業所のある都道府県ごとに当該都道府県にある事業所に

ついて行うものとすること。 

 

(2)登録申請 

省令第26の 2第 1項は、法第48条の3第2項の登録喀痰吸引等事業者の登録申請に必

要な添付書類を、省令第26の2第 2項は、法第48条の3第2項第4号の登録申請に必要

な申請事項を規定したものであること。 

このうち省令第26条の2第1項第4号に規定する法第48条の5第1項各号に掲げる要

件の全てに適合していることを明らかにする書類については、省令第26条の3第1項第6

号に規定する喀痰吸引等の業務に関する書類を添付すればよいものであること。 

 

(3)介護福祉士氏名の申請 

省令第 26 条の 2 第 2 項において介護福祉士の氏名についても申請事項としている趣旨
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は、喀痰吸引等の実施を行うにあたり、介護福祉士によって喀痰吸引等の行為の可能な範

囲が異なることから登録事項としたものであること。 

  なお、介護福祉士の氏名については、法第48条の8による公示事項にはあたらないもの

であること。 

また、申請に際して以下の点に留意すること。 

・申請には、｢介護福祉士登録証｣の写し等の当該介護福祉士の資格を証明する書類をあ

わせて提出すること。 

・登録特定行為事業者においては、省令附則第16条による準用及び読替により、認定特

定行為業務従事者の氏名について申請すること。 

 

２． 登録基準：医療関係者との連携に関する事項 

(1)登録基準 

省令第26条の3第1項は、法第48条の5第1項の規定による登録喀痰吸引等事業者が

登録にあたって満たすべき基準のうち、同項第1号の医師、看護師その他の医療関係者と

の連携に関する基準を定めたものであること。 

 

(2)医師の文書による指示 

省令第 26 条の 3 第 1 項第 1 号における医師の文書による指示については、対象者の希

望、心身の状況等を踏まえて、以下の医学的観点に基づき、介護福祉士による喀痰吸引等

の提供に際して、個別に指示を受けるものであること。 

・介護職員等による喀痰吸引等の実施の可否 

・喀痰吸引等の実施内容 

・その他、喀痰吸引等計画書に記載すべき事項 

また、文書による指示を行う医師については、施設の場合は配置医や嘱託医、在宅の場

合は対象者の主治の医師等を特定して、対象者の身体状況の変化等にも継続的に対応でき

るよう努めること。 

 

(3)医療関係者との連携確保及び役割分担 

省令第 26 条の 3 第 1 項第 2 号は、医師又は看護職員による対象者の定期的な状態確認

を行い、対象者の心身の状況に関する情報を共有し、喀痰吸引等の実施に際して介護福祉

士等喀痰吸引等業務に従事する者（以下「喀痰吸引等業務従事者」という。）と医療関係

者との間での連携体制の確保と適切な役割分担を定めることを義務づけたものである。 

具体的な連携体制の確保については、 

 

①  登録喀痰吸引等事業者が介護老人福祉施設（介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）

第 8 条第 24 項）等の施設など喀痰吸引等業務従事者と医療関係者が同一事業所内に配

置されている場合は、施設内における配置医や配置看護職員と喀痰吸引等業務従事者及
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び施設長等の管理者の関与について、組織内部規程及び組織図等で定めておく等により

担保を図ること。 

②  登録喀痰吸引等事業者が訪問介護事業所（介護保険法第 8 条第 2 項の訪問介護を行

う事業所）等の在宅事業所など喀痰吸引等業務従事者と医療関係者が異なる事業所内

において従事している場合は、喀痰吸引等業務従事者及び当該従事者が従事する事業

所の管理責任者、当該対象者への喀痰吸引等に関与する訪問看護事業所（介護保険法

第 8 条第第 4 項の訪問看護を行う事業所）等の看護職員及び管理者、並びに主治の医

師等の間において、喀痰吸引等業務従事者から看護職員への日常的な連絡・相談・報

告体制等の他、看護職員と医師、喀痰吸引等業務従事者と医師との連絡体制等につい

ての取り決めの文書化などにより連携体制を構築すること。 

 

   また、適切な役割分担については、喀痰吸引等を必要とする対象者ごとに、連携体制

構築下における情報共有の方法、医療関係者による定期的な状態確認の方法等それぞれ

の状況に応じた役割分担の明確化についての取り決めの文書化などにより行うこと。 

 

(4)喀痰吸引等計画書の作成 

省令第 26 条の 3 第 1 項第 3 号については、個々の対象者の希望及び心身の状況並びに

医師の指示を踏まえ、実施する喀痰吸引等の内容等が適切かつ安全なものとして、当該喀

痰吸引等計画書を作成した喀痰吸引等業務従事者、当該従事者の従事する施設又は事業所

の管理責任者のほか、医師及び看護職員、対象者及びその家族等との認識の共有のもとで

継続的に実施されていく必要があることに留意すること。 

  また、作成された喀痰吸引等計画書については、対象者の心身の状況の変化や医師の指

示等に基づき、必要に応じて適宜内容等の検証や見直しを行っていく必要があることに留

意すること。 

 

(5)喀痰吸引等実施状況報告書の作成 

省令第 26 条の 3 第 1 項第 4 号においては、喀痰吸引等を実施した日、実施内容、実施

結果等を記載し、当該喀痰吸引等を実施している事業所又は施設の管理責任者、施設の場

合においては配置看護職員、在宅の場合においては連携先の訪問看護事業所の看護職員へ

の情報提供や確認も踏まえながら、指示を行った医師への報告と確認を行うこと。  

  なお、報告の頻度については、特に定めは設けないが、喀痰吸引等の提供が一定程度安

定して行われている場合においては、当該事業所又は施設の報告体制に関する取り決め等

に準拠し一定程度の頻度で行われること（例えば、施設の場合には毎月の定例会議、在宅

の場合には喀痰吸引等の実施にかかわる関係者から成る定例会議等で報告を行うこと）、

及び急変時における報告方法等の当該実施状況報告書に拠らない場合の報告手段につい

て、連携確保及び役割分担に関する文書（省令第 26 条の 3 第 1 項第 2 号）を定めておく

こと。 
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(6)急変時等の対応 

省令第 26 条の 3 第 1 項第 5 号は、喀痰吸引等業務従事者が現に喀痰吸引等の業務に携

わっているときに対象者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合には、速やかに医師

又は看護職員へ連絡を行う等の必要な措置を講じなければならないこととしたものであ

るが、連携確保及び役割分担に関する取り決め等は文書で定めておくこと。 

 

(7)業務方法書 

省令第 26 条の 3 第 1 項第 6 号の前各号に掲げる事項その他必要な事項を記載した喀痰

吸引等業務に関する書類（以下「業務方法書」という。）については、当該事業所におい

て、喀痰吸引等業務に関する関係者や関係機関等の具体的な内容について文書化し共有す

ることで、一定程度以上の提供業務に関する基準を整備し、もって、安全かつ適正な提供

体制の確保を図るものであること。 

  なお、業務方法書として、事業所ごとに、法第48条の5第1項各号に掲げる要件を含む

以下の内容について定めた場合は、当該業務方法書をもって、省令第26条の2第1項第4

号の書類として差し支えない。 

 

① 喀痰吸引等の提供体制に関すること 

  ○具体的な連携体制及び役割分担に関すること（省令第26条の3第1項第2号） 

   ※関係機関の名称、関係者の氏名及び役職等を含むこと。 

   ※情報共有の方法、定期的な状態確認の方法等それぞれの状況に応じた役割分担の明

確化を含むこと。 

  ○具体的な安全体制に関すること（省令第26条の3第2項第3号から第5号まで） 

   ・安全委員会の設置・運営に関すること 

    ※安全委員会の設置規程、構成員一覧、その他実施計画など委員会の運営に関する

資料を含むこと。 

   ・実践的な研修会に関すること 

    ※研修内容等を含んだ具体的な研修計画を含むこと。 

   ・ヒヤリ・ハット等の事例の蓄積及び分析に関すること 

    ※実施の目的、ヒヤリ・ハット等の事例の収集方法や報告様式、具体的な分析体制

等を含むこと。 

   ・備品及び衛生管理に関すること 

    ※備品等一覧、衛生管理に関する規程、感染予防及び感染症発生時の対応マニュア

ル等を含むこと。 

  ○秘密保持に関すること（省令第26条の3第2項第7号） 

   ※対象者への説明手順等に関する施設又は事業所内の取り決め等を含むこと。 
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②  喀痰吸引等業務の手順に関すること 

  ○医師の文書による指示に関すること（省令第26条の3第1項第1号） 

   ※当該施設又は事業所において使用する指示書様式、具体的な指示の手順等を示した

記載要領の整備等を含むこと。 

  ○具体的な計画作成に関すること（省令第26条の3第1項第3号） 

   ※当該施設又は事業所において使用する喀痰吸引等計画書様式、計画承認のプロセス

に関する規程、計画変更・見直しの頻度等に関する取り決め等を含むこと。 

  ○具体的な報告手順に関すること（省令第26条の3第1項第4号） 

   ※当該施設又は事業所において使用する喀痰吸引等実施状況報告書様式、報告頻度や

報告の手順等に関する取り決め等を含むこと。 

  ○対象者等の同意に関すること（省令第26条の3第2項第6号） 

   ※同意に要する様式、同意を得るための具体的な説明手順、同意を得た旨の証明に関

する取り決め等を含むこと。 

  ○具体的な急変時の連絡手順に関すること（省令第26条の3第1項第5号） 

 

３．登録基準：介護福祉士の実地研修及びその他の安全確保措置等に関する事項 

 

(1)登録基準 

省令第26条の3第2項は、法第48条の5第1項の規定による登録喀痰吸引等事業者が

登録に当たって満たすべき基準のうち、同項第2号の喀痰吸引等の実施に関し安全かつ適

切に実施するために必要な措置に関する基準を定めたものであること。 

 

(2)実地研修修了者による喀痰吸引等の実施 

省令第 26 条の 3 第 2 項第 1 号は、登録喀痰吸引等事業者の遵守すべき基準として、必

要な知識・技能を修得した介護福祉士のみが喀痰吸引等の業務の実施が可能であることか

ら、登録喀痰吸引等事業者は介護福祉士が登録を受けた行為に限り、その介護福祉士に限

り行わせるものであること。 

  なお、登録喀痰吸引等事業者が実地研修を修了していない介護福祉士に対し喀痰吸引等

業務を行わせた場合は、法第 48 条の 7 の各号のいずれかに該当し、登録の取消し又は業

務停止等の処分の対象となり得ることとなり、また、介護福祉士には、法第 45 条におい

て信用失墜行為の禁止義務が課されており、仮に介護福祉士が実地研修を受けずに喀痰吸

引等を行った場合、信用失墜行為違反となり、行政処分（登録の取消し又は名称使用停止）

の対象となり得ること。 

 

(3)介護福祉士の実地研修 

省令第 26 条の 3 第 2 項第 2 号は、介護福祉士については介護福祉士国家資格取得前に

実地研修を修了していない場合もあることから、介護福祉士が登録喀痰吸引等事業者に就
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業後、喀痰吸引等の業務を安全に実施するための実地研修の実施義務を課したものである

こと。 

  なお、省令第1条各号に掲げる行為の全てについての実施を実地研修の対象要件として

いないのは、登録喀痰吸引等事業者が各号に掲げる行為の全てについて必ずしも実施して

いるものとは限らないことから、当該事業所において必要な行為のみについて限定してい

るものであること。 

 

(4)介護福祉士の実地研修の修得程度の審査 

省令第 26 条の 3 第 2 項第 2 号のイは、安全確保の観点から、介護福祉士に対する実地

研修については、法附則第4条第2項に規定する喀痰吸引等研修（以下「喀痰吸引等研修」

という。）の課程と同等程度以上の知識及び技術を身につけることとし、実地研修の実施

主体である登録喀痰吸引等事業者における公正かつ適切な修得程度の審査を義務づけた

ものであること。 

このため実地研修の実施については、法第 48 条の 5 第 1 項第 1 号の登録基準に規定す

る医師、看護師その他の医療関係者との連携確保を踏まえて、実施すること。 

  また、当該研修の実施方法、修得程度の審査方法等については、別途通知する研修実施

要綱（喀痰吸引等研修について定めた研修実施要綱）に基づき、またはこれと同程度以上

のものを実施すること。 

 

(5)実地研修修了証の交付 

省令第 26 条の 3 第 2 項第 2 号のロは、介護福祉士が修了すべき実地研修が行為別とな

っており、同項第1号のとおり介護福祉士は実地研修を修了したものに限り喀痰吸引等を

行うことができることから、これを証明することにより安全を確保するものであること。 

 

(6)帳簿の作成及び保管 

省令第 26 条の 3 第 2 項第 2 号のハは、実地研修の修了状況の管理について当該研修の

実施主体である登録喀痰吸引等事業者の責務として位置づけたものであること。 

  なお、登録喀痰吸引等事業者が喀痰吸引等業務を廃止した場合には、当該事業者が作成

した帳簿の保管は登録を行った都道府県において管理すること。 

 

(7)介護福祉士の実地研修の都道府県知事への報告 

省令第 26 条の 3 第 2 項第 2 号のニでは、実地研修修了証の交付状況について、定期的

に都道府県知事に報告することとされているが、これは登録喀痰吸引等事業者に対し指導

監督権限を有する都道府県において、法第 48 条の 5 に定める登録基準と同様に、従事者

である介護福祉士の実施できる喀痰吸引等の範囲について個別に把握を行うことが、安全

かつ適切な実施のために必要な条件として定めたものであることから、少なくとも年１回

以上報告させること。 
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  また、都道府県への報告如何に関わらず、通常、施設及び事業所等の人員管理状況が月

次で行われていること等を鑑み、実地研修修了証の交付状況については歴月を単位として

管理すること。 

 

(8)安全委員会の設置、研修体制の整備その他の安全体制の確保 

  省令第26条の3第2項第3号は、喀痰吸引等の実施について医療関係者等との連携の下

での安全確保体制を整備し、常時、適切な喀痰吸引等の業務が行われることを定めたもの

であること。 

 

(9)施設・在宅における安全確保体制 

省令第 26 条の 3 第 2 項第 3 号に規定する医師又は看護職員を含む者で構成される安全

委員会の設置については、施設の場合においては施設長をはじめ、医師又は看護職員等の

医療関係者、喀痰吸引等業務従事者を含む介護関係者から構成される安全委員会の設置を、

在宅の場合においては、喀痰吸引等業務従事者及び当該事業者の従事する事業所の管理責

任者、当該事業所の関与する喀痰吸引等対象者に関わる全ての訪問看護事業所等の看護職

員、主治の医師等から構成される連携体制における定例会議（喀痰吸引等関係者会議）等

のいずれも多職種から構成される場を設けること。 

なお、既存の委員会等（例えば施設の場合においては、感染予防委員会、事故発生防止

委員会等の委員会組織など、在宅の場合においては、当該登録喀痰吸引等事業者が定例的

に参画しているサービス担当者会議など）が設置運営されている場合において、満たすべ

き構成員等が確保されており、下記(10)に示す所掌内容について実施が可能な場合におい

ては、当該体制の活用により安全確保体制を構築しても差し支えないこと。 

 

(10)安全確保体制における具体的取組内容 

  安全委員会又は喀痰吸引等関係者会議（以下、「安全委員会等」という。）においては、

以下について取り決めを行うこと。 

  ・当該委員会又は喀痰吸引等関係者会議の設置規程に関すること。 

  ・当該事業所の喀痰吸引等業務の実施規程に関すること。 

  ・当該事業所の喀痰吸引等業務の実施方針・実施計画に関すること。 

  ・当該事業所の喀痰吸引等業務の実施状況・進捗状況の把握に関すること。 

  ・当該事業所の喀痰吸引等業務従事者等の教育等に関すること。 

  ・その他、当該事業所の喀痰吸引等業務の実施に関して必要な事項に関すること。 

 

(11)安全委員会等の運用上の留意事項 

 安全委員会等の運用においては、以下の点に留意すること。 

  ・安全委員会等の管理及び運用を司る責任体制を明確にすること。 

  ・安全体制の確保を重視し適切かつ迅速な運用対応が行われるよう調整連絡を行う役割
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を明確に設けること。 

  ・新規対象者に対しても適切な喀痰吸引等の提供体制が速やかに構築できるよう、委員

等の構成について臨機応変な対応がとれるよう留意すること。 

  ・安全委員会等の構築にあたっては、その構成員が所属する機関の設置運営法人、地域

の関係者、行政機関等についても、適宜、協力及び連携が図られるよう努めること。 

 

(12)研修体制の整備その他の安全確保 

  喀痰吸引等の提供については、安全確保を徹底して行う必要があることからも、喀痰吸

引等業務従事者が介護福祉士であるか否かに関わらず、各登録喀痰吸引等事業者の業務に

応じた実践的な研修（いわゆるＯＪＴ研修等）の実施や、ヒヤリ・ハット等の事例の蓄積

及び分析を行うことは有効であることから、そのための体制整備を行うこと。 

  加えて、登録喀痰吸引等事業者においては、喀痰吸引等の提供について賠償すべき事態

において速やかに賠償を行うため、当該事業所において実施している喀痰吸引等について

も対象となる損害賠償保険制度に加入しておくか、又は賠償資力を有することが望ましい

こと。 

 

(13)備品等の確保 

省令第 26 条の 3 第 2 項第 4 号のそれぞれの事業所において確保すべき備品等としての

喀痰吸引等に必要な機械器具等の品名及び数量等については、下記の「登録喀痰吸引等事

業者が備えておくべき備品等一覧」により、当該事業所等において行われる喀痰吸引等の

提供業務に必要な備品を整備すること。 

 

    「登録喀痰吸引等事業者が備えておくべき備品等一覧」 

品名 数量 備考 

吸引装置一式 適当数  

経管栄養用具一式 適当数  

処置台又はワゴン 適当数 代替機能を有する床頭台等でも可。 

心肺蘇生訓練用器材一式 適当数  

 

なお、同一の登録喀痰吸引等事業者が同一敷地内にある複数事業所において喀痰吸引等

業務を行う場合には、事業所毎の喀痰吸引等に支障がない場合は、備品等の併用ができる

ものとする。また、喀痰吸引等業務の提供を受ける者が必要な備品等を所有している場合

にはこの限りではない。 

 

(14)衛生的な管理及び感染症予防措置 

省令第 26 条の 3 第 2 項第 5 号については、同項第 4 号の備品等についての衛生管理に

努めることのほか、喀痰吸引等業務従事者の清潔の保持及び健康状態の管理並びに事業所
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の設備及び備品等の衛生的な管理に努めるべきことを規定したものであることから、特に

感染症の発生を防止するための措置として、登録喀痰吸引等事業者は対象者間の感染予防

及び喀痰吸引等業務従事者が感染源となることを予防するため、消毒・滅菌の徹底、必要

に応じて使い捨て機材の活用を図るほか、使い捨ての手袋等感染を予防するための備品等

を備えるなど対策を講じる必要があるとともに、必要に応じて保健所の助言、指導を求め

るとともに、常に密接な連携を保つこと。 

 

(15)対象者又はその家族等への説明と同意 

省令第 26 条の 3 第 2 項第 6 号については、喀痰吸引等計画書の内容として記載されて

いる医師の指示、具体的な喀痰吸引等の手順、具体的な緊急時の対応手順などについて、

対象者及びその家族に理解しやすい方法で説明を行い、十分な安全確保が図られている中

で実施されていることについて、対象者の理解、同意を得た上で実施すること。 

 

(16)秘密の保持 

省令第26条の3第2項第7号については、登録喀痰吸引等事業者に対して、過去に当

該事業所の従業者であった喀痰吸引等業務従事者が、その業務上知り得た対象者又はその

家族等の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を取ることを義務づけたものであり、具

体的には、登録喀痰吸引等事業者は、当該事業所の喀痰吸引等業務従事者でなくなった後

においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者との雇用契約締結時等に取り決めるな

どの措置を講ずべきこと。 

また、介護福祉士においては、法第46条においても守秘義務が課せられているので、

登録喀痰吸引等事業者は従事者である介護福祉士に対しその旨についての周知等を徹底

すること。 

 

(17)公示 

都道府県知事は、登録喀痰吸引等事業者の登録等を行った場合、法第 48 条の 8 におい

て公示が義務づけられているところであるが、公示に関する事務手続きなどその運用にお

いては適切かつ速やかに行う体制を構築するとともに、公示した場合には、当該喀痰吸引

等の提供の対象者等をはじめとした関係者・関係団体への周知についても留意すること。 

 

４．欠格条項 

法第 48 条の 4 各号に掲げられた者が喀痰吸引等業務の登録を受けることができない

とされているのは、喀痰吸引等業務の安全性を全国統一的に最低限担保する必要があるか

らである。このため、各都道府県の実情に照らし特段の事情がある場合には、例えば、「暴

力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2

条第 6 号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団員がその事業活動を支配す

る法人」は、法第 48 条の 4 各号に掲げられていないものの、各都道府県の条例におい
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て、登録を受けることができない者とすること等も許容されること。 

 

 

第４ 認定特定行為業務従事者の認定 

 

１．特定行為 

省令附則第4条は、法附則第3条の規定により、当分の間、介護の業務に従事する者で

あって喀痰吸引等研修を修了した者については、都道府県知事の認定証の交付をもって研

修を修了した喀痰吸引等の行為につき特定行為（法附則第3条第1項に規定する特定行為

をいう。以下同じ。）として行うことが可能であるが、この特定行為の実施に必要な研修

の課程について、省令第 1 条各号に掲げるすべての行為が可能な類型の「第 1 号研修」、

同条第3号の気管カニューレ内部の喀痰吸引と第5号の経鼻経管栄養を除いた類型の「第

2号研修」、重度障害児・者等特定の利用者への実施を前提とした類型の「第3号研修」の

三区分を定めたものであること。 

 

２．認定特定行為業務従事者認定証の交付申請 

省令附則第5条第3号のその他必要な事項は、喀痰吸引等研修を修了した都道府県また

は登録研修機関（法附則第 4 条第 2 項に規定する登録研修機関をいう。以下同じ。）の名

称及び所在地とするものであること。 

 

３．認定特定行為業務従事者認定証の管理 

法附則第4条に基づき交付した認定特定行為業務従事者認定証については、省令附則第

5 条各号のほか、法附則第 4 条第 3 項及び第4 項に関する確認欄等を含めた「認定特定行

為業務従事者認定証登録簿」を作成し都道府県において管理を行うこと。 

 

４．認定証の記載事項 

省令附則第6条第2号については、第1条各号に定める行為のうち実地研修まで修了し

た特定行為ごとに記載するものであること。 

 また同条第3号のその他必要な事項は、認定特定行為業務従事者の登録番号とするもの

であること。 

 

５．都道府県知事による認定 

法附則第4条第2項の都道府県知事が行う認定については、介護の業務に従事する者に

対して認定特定行為業務従事者となるために必要な知識及び技能が修得されているか否

かについて喀痰吸引等研修を修了したことを証する書類をもって確認することを要する

ものであること。 
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６．変更の届出 

  省令附則第7条は、附則第5条に掲げる事項については同条第2号に規定する喀痰吸引

等研修を修了した特定行為を実施する前に届出が必要であることを規定したものである

こと。 

 

７．研修の委託 

喀痰吸引等研修については、省令の別表第1から第3までの基本研修及び実地研修のそ

れぞれについて、適切な事業運営が確保できると認められる研修実施機関に委託ができる

ものであること。 

  なお、都道府県が自ら実施する場合、登録研修機関において実施する場合に関わらず、

喀痰吸引等研修の全部又は一部（登録研修機関の場合は一部）を研修実施機関に委託する

場合は、文書による委託契約を行うとともに、当該喀痰吸引等研修を受託した研修実施機

関において、法令に規定する事項について遵守が保たれるよう留意すること。 

 

８．認定証交付事務の委託 

都道府県は、法附則第5条第1項の規定による認定特定行為業務従事者認定証に関する

事務の委託について、政令附則第5条及び省令附則第9条に定めるもののほか、以下の点

を留意し行うものとすること。 

・委託を行った登録研修機関においても認定特定行為業務従事者認定証管理簿の作成及び

管理を行わせるとともに、適宜、突合等を行うことにより双方における適正な管理事務

の確保を図ること。 

・法附則第4条第4項及び政令附則第4条に規定している複数都道府県間における認定特

定行為業務従事者認定証の返納等の事務が発生した場合についての取り決めを行って

おくこと。 

 

第５ 登録研修機関 

 

１．登録申請・登録基準 

 

(1)登録研修機関の登録申請 

省令附則第 10 条第 1 項は、登録研修機関の登録申請に必要な申請事項を、省令附則第

10条第2項は、登録申請に必要な添付書類について規定したものであること。 

このうち、同条第1項第4号に規定する喀痰吸引等研修の内容については、省令附則第

4 条に定める喀痰吸引等研修の課程及び課程ごとの研修実施予定人数等が含まれるもので

あること。 

 

(2)実務に関する科目 
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法附則第 8 条第 1 項第 2 号及び省令附則第 11 条第 1 項においては、喀痰吸引等の実務

に関する科目については、医師、保健師、助産師又は看護師が講師として研修の業務に従

事することを規定しているが、この実務に関する科目は、省令別表第1及び第2において

は、第 1 号の基本研修①講義のうち、科目｢人間と社会｣及び科目｢保健医療制度とチーム

医療｣を除く全ての科目を、別表第3においては、第1号の基本研修のうち、科目｢重度障

害児・者等の地域生活等に関する講義｣を除く全ての科目を指すものであること。 

なお、科目｢人間と社会｣及び「保健医療制度とチーム医療」並びに「重度障害児・者等

の地域生活等に関する講義」については、当該科目について相当の学識経験を有する者を

講師として差し支えないこと。  

 

(3)喀痰吸引等研修の講師 

省令附則第 11 条第 1 項については、喀痰吸引等が医行為であるから、当該喀痰吸引等

研修のうち実務に関する科目についての講師を医療従事者に限定して位置づけたもので

あること。 

なお、准看護師及び介護等の業務に従事した経験を有する介護福祉士等（喀痰吸引等業

務を行った経験を有する者に限る。）が、講師の指示の下で講師補助者として喀痰吸引等

研修に携わることは可能であること。（第 3 号研修に限る。） 

演習科目「救急蘇生法」について、救急救命士が講師の指示の下で講師補助者として研

修に携わることは差し支えないこと。（第 1 号、第 2 号研修に限る。） 

また、以下の指導者向け研修を修了した者が、研修課程に応じて講師を行うことが望ま

しいこと。 

 

○省令別表第1及び第2の課程による喀痰吸引等研修 

・平成 22 年度に厚生労働省から委託を受けて実施された「介護職員によるたんの吸引等

の試行事業(不特定多数の者対象)」における指導者講習（平成 22 年度老人保健健康増

進等事業「介護職員によるたんの吸引等の試行事業の研修のあり方に関する調査研究事

業」）を修了した、医師、保健師、助産師及び看護師 

・平成23年度に「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業（指導者講習）

の開催について｣（平成23年8月 24日 老発0824第 1号老健局長通知）による指導者

講習を修了した、医師、保健師、助産師及び看護師並びに上記指導者講習と同等の内容

の講習として都道府県において実施された講習等を修了した、医師、保健師、助産師及

び看護師 

・「平成 24 年度喀痰吸引等指導者講習（第一号、第二号研修指導者分）の開催について」

（平成24年 5月 18日 社援基発0518第 1号社会・援護局福祉基盤課長通知）による指

導者講習を修了した、医師、保健師、助産師及び看護師並びに上記指導者講習と同等の

内容の講習として都道府県において実施された講習等を修了した、医師、保健師、助産

師及び看護師 
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・｢実務者研修教員講習会及び医療的ケア教員講習会の実施について｣（平成23年 10月 28

日社援発 1028 第 3 号厚生労働省社会・援護局長通知）に定める医療的ケア教員講習会

を修了した医師、保健師、助産師及び看護師 

 

○省令別表第3の課程による喀痰吸引等研修 

 ・「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための指導者養成事業（特定の者対象）につい

て」（平成23年9月 14日障発0914第 2号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通

知）に定める指導者養成事業を修了した医師、保健師、助産師及び看護師並びにこれに

相当する知識及び技能を有すると認められる医師、保健師、助産師及び看護師 

 

(4)喀痰吸引等研修の講師の数 

省令附則第 11 条第 2 項第 1 号については、喀痰吸引等研修の実施においては、受講者

数の規模に応じて適切な規模での研修体制を整備し、受講者の教育の機会を確保できるよ

う必要な講師数を確保することを定めたものであること。 

 

(5)喀痰吸引等研修の設備 

省令附則第 11 条第 2 項第 2 号の研修に必要な機械器具、模型等の品名及び数量等につ

いては、下記の「登録研修機関が備えておくべき備品等一覧」を参照とすること。 

 

    「登録研修機関が備えておくべき備品等一覧」 

品名 数量 備考 

吸引装置一式 適当数  

経管栄養用具一式 適当数  

処置台又はワゴン 適当数 代替機能を有する床頭台等でも可。 

吸引訓練モデル 適当数  

経管栄養訓練モデル 適当数  

心肺蘇生訓練用器材一式 適当数  

人体解剖模型 １ 全身模型とし、分解数は問わない。 

（第 3 号研修のみを実施する登録研修

機関を除く。） 

 

 また、備品等の管理にあたっては、感染症予防等の衛生上の管理に配慮すること。 

 

(6)喀痰吸引等研修の経理的基礎 

省令附則第11条第2項第3号については、 経理の基礎として以下の事項について留意

すること。 

・当該喀痰吸引等研修の経理が他と区分して整理されていること。 
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・会計帳簿、決算書類等収支状況を明らかにする書類が整備されていること。 

・料金については適当な額とすること。 

・料金の収納方法についても受講者へ配慮した取扱いとするとともに、不当な金額を徴収

しないこと。 

 

(7)講師に関する書類の整備 

省令附則第11条第2項第4号の書類整備に際しては、演習において指導にあたる講師、

実地研修において指導にあたる講師がわかるように整理しておくこと。 

 

(8)研修修了者の帳簿管理 

省令附則第 11 条第 2 項第 5 号の喀痰吸引等研修に関する帳簿（研修修了者一覧表）に

ついては、研修修了状況を管理するとともに、基本研修のうち講義、演習の各段階におけ

る修了状況についても、当該研修修了者一覧表において管理を行うこと。 

 

(9)都道府県知事への報告 

省令附則第 11 条第 2 項第 6 号において、登録研修機関は当該喀痰吸引等研修の課程ご

との研修修了者一覧表を、定期的に都道府県知事に提出することとしているが、各都道府

県は、研修修了後、研修修了者に対し認定特定行為業務従事者としての認定を行う必要が

あることから、登録研修機関には適切かつ速やかに提出を行わせること。 

  なお、具体的な提出期限等については、各都道府県と登録研修機関において調整の上、

取り決めて差し支えないが、少なくとも年1回以上とされたい。 

 

(10)研修機関登録簿 

省令附則第 12 条については、同一の申請者より、喀痰吸引等研修の課程について複数

の登録申請が行われることもあることから、研修課程区分を設けて登録研修機関登録簿に

記載すること。 

  なお、登録研修機関が喀痰吸引等研修の業務を廃止した際には、当該登録研修機関で作

成した帳簿等の管理は登録を行った都道府県において管理すること。 

 

２．喀痰吸引等研修の実施 

 

(1)研修課程の下限 

  省令附則第13条第1項第1号において、喀痰吸引等研修については、課程に応じてそれ

ぞれイからハに掲げる内容以上のものを行うこととされているが、都道府県又は登録研修

機関において、当該規定の内容以上の基準を設けて喀痰吸引等研修を行う場合には、省令

附則第 14 条第 6 号に定める業務規程に位置づけるとともに、受講者への周知等、適切な

業務実施を行うこと。 
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  なお、演習及び実地研修において、人工呼吸器装着者に対する喀痰吸引を行う場合は、

当該規定の内容以上の基準に該当するものとして、同表に定める科目とは別途に行うこと。 

 

(2)研修段階毎の修得審査 

省令附則第 13 条第 2 号において、喀痰吸引等研修に係る講義、演習及び実地研修つい

ては段階毎に、適切にその修得程度を審査することとされているが、修得審査を行う段階

及び段階毎の修得程度の審査の方法については、以下のとおりであること。 

 

① 省令附則第13条第1号イ及びロについては、基本研修の(1)講義修了段階、(2)演習修

了段階、(3)実地研修の修了段階の三段階とし、講義については筆記試験の実施により

知識の定着を確認し、演習及び実地研修については評価の実施により技能の修得の確

認を行うものとすること。 

② 同号ハについては、(1)基本研修（講義及び演習）の修了段階、(2)実地研修の修了段

階の二段階とし、講義については筆記試験の実施により知識の定着を確認し、演習及

び実地研修については評価の実施により技能の修得の確認を行うものとすること。 

 

なお、具体的な喀痰吸引等研修の実施方法、修得程度の審査方法等については、別途通

知する研修実施要綱に基づき実施すること。 

 

(3)研修修了証明書の交付 

省令附則第 13 条第 3 号に定める喀痰吸引等研修を修了したことを証する書類について

は、都道府県知事又は登録研修機関の長名により、研修修了者に対し修了証明の交付を行

うものとすること。 

 

(4)研修の一部履修免除 

省令附則第 13 条の喀痰吸引等研修の課程については、当該喀痰吸引等研修以外の喀痰

吸引等に関する研修等の受講履歴その他受講者の有する知識及び経験を勘案した結果、相

当の水準に達していると認められる場合には、当該喀痰吸引等研修の一部を履修したもの

として取り扱うこととし、以下に定める者の場合には、以下の履修の範囲とすること。 

 

○第1号研修及び第2号研修 

・法第 40 条第 2 項第 1 号から第 3 号まで若しくは第 5 号の規定に基づく養成施設若しく

は学校又は同項第4号の規定に基づく高等学校若しくは中等教育学校において医療的ケ

ア（実地研修を除く）の科目を履修した者 

（履修の範囲）基本研修 
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・法第 40 条第 2 項第 1 号から第 3 号まで若しくは第 5 号の規定に基づく養成施設若しく

は学校又は同項第4号の規定に基づく高等学校若しくは中等教育学校において医療的ケ

ア（実地研修を含む）の科目を履修した者 

（履修の範囲）基本研修及び実地研修 

 ・「特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱いについて」(平成22年 4月1日医政

発第0401第 17号 厚生労働省医政局長通知) に基づくたんの吸引等を適切に行うため

に必要な知識及び技術に関する研修を修了した者 

  （履修の範囲）基本研修の演習のうち「口腔内の喀痰吸引」及び実地研修のうち「口腔

内の喀痰吸引」 

・平成 22 年度に厚生労働省から委託を受けて実施された「介護職員によるたんの吸引等

の試行事業（不特定多数の者対象）」の研修（平成22年度老人保健健康増進等事業「介

護職員によるたんの吸引等の試行事業の研修のあり方に関する調査研究事業」）を修了

した者 

  （履修の範囲）基本研修（講義）、基本研修（演習）及び実地研修（上記研修において実

地研修を修了した行為に限る） 

 ・「「平成23年度介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業」の実施につい

て」（平成23年10月6日老発第1006号第1号 厚生労働省老健局長通知）に基づく研

修を修了した者 

  （履修の範囲）基本研修（講義）（筆記試験に合格した者に限る）、基本研修（演習）

及び実地研修（上記研修において修了した行為に限る） 

○第3号研修 

・平成 22 年度に厚生労働省から委託を受けて実施された「介護職員等によるたんの吸引

等の実施のための試行事業（特定の者対象）」の研修修了者 

  （履修の範囲）基本研修 

 ・｢平成23年度介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業（特定の者対象）

の実施について｣（平成23年 11月 11日障発1111第 2号 厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部長通知） 

  （履修の範囲）基本研修 

・「ＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）患者の在宅療養の支援について｣（平成15年 7月 17日 

医政発第0717001号 厚生労働省医政局長通知）に基づくたんの吸引の実施者 

  （履修の範囲）基本研修の「喀痰吸引等を必要とする重度障害児・者等の障害及び支援

に関する講義」及び「緊急時の対応及び危険防止に関する講義」のうち

の喀痰吸引に関する部分並びに「喀痰吸引等に関する演習」のうちの通

知に基づき実施している行為に関する部分 

 ・「在宅におけるＡＬＳ以外の療養患者・障害者に対するたんの吸引の取扱いについて」（平

成17年3月 24日医政発第0324006号 厚生労働省医政局長通知）に基づくたんの吸引

の実施者 
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  （履修の範囲）基本研修の「喀痰吸引等を必要とする重度障害児・者等の障害及び支援

に関する講義」及び「緊急時の対応及び危険防止に関する講義」のうち

の喀痰吸引に関する部分並びに「喀痰吸引等に関する演習」のうちの通

知に基づき実施している行為に関する部分 

 ・｢盲・聾・養護学校におけるたんの吸引等の取扱いについて｣（平成16年 10月 20日医政

発第1020008号 厚生労働省医政局長通知）に基づくたんの吸引等の実施者 

  （履修の範囲）基本研修（気管カニューレ内部の喀痰吸引に関する部分を除く。） 

 

(5)実地研修の実施先 

省令別表に定める喀痰吸引等研修の課程のうち、実地研修の実施先については、法附則

第8条に定める要件・省令附則第11条に定める実地研修に係る要件を満たす必要がある。 

登録研修機関については、登録喀痰吸引等事業者について病院及び診療所を対象外とす

る法第48条の5第1項第3号及び省令第26条の3第3項に相当する規定はないが、実地

研修は登録喀痰吸引等事業者となる事業所、施設等で行うことが望ましく、医療機関にお

いて実地研修を実施する際は、対象者の状態が比較的安定している場合において行うこと

が適当であること。 

 

３．業務規程 

 

(1)業務規程 

法附則第12条第1項に規定する業務規程（以下「業務規程」という。）については、当

該登録研修機関内への掲示、当該登録研修機関で実施される喀痰吸引等研修の受講希望者

等への提示など、必要に応じて適宜提示及び説明を行うことができるように努めなければ

ならないこと。 

 

(2)業務規程で定める事項 

省令附則第 14 条第 6 号のその他喀痰吸引等研修の業務に関し必要な事項は、以下の事

項とすること。なお、登録研修機関における喀痰吸引等研修は、実施事業者に所属する職

員以外にも、受講希望者を受け入れるものであることから、実施案内や受講資格、研修費

用、評価方法等に関する定めについては、その公平性に留意すること。 

  ・開講目的 

  ・研修事業の名称 

  ・実施する研修課程 

  ・研修講師氏名一覧 

  ・実地研修実施先一覧（施設等であって事前登録が可能な場合に限る。） 

  ・研修修了の認定方法 

  ・受講資格 
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４．公示 

都道府県知事は、登録研修機関の登録等を行った場合、法附則第 17 条において公示が

義務づけられているところであるが、公示に関する事務手続きなどその運用においては適

切かつ速やかに行う体制を構築するとともに、公示した場合には、関係者・関係団体等へ

の周知についても留意すること。 

 

５．欠格条項 

法附則第 7 条に掲げられた者が登録研修機関の登録を受けることができないとされて

いるのは、研修体制の安全性を全国統一的に最低限担保する必要があるからである。この

ため、各都道府県の実情に照らし特段の事情がある場合には、例えば、「暴力団員又は暴

力団員がその事業活動を支配する法人」は、法附則第 7 条各号に掲げられていないもの

の、各都道府県の条例において、登録を受けることができない者とすること等も許容され

ること。 

 

 

第６ 認定特定行為業務従事者に対する処分 

 

認定特定行為業務従事者に対する業務停止命令及び認定特定行為業務従事者認定証返

納処分については、法附則第4条第4項及び政令附則第4条において規定しているところ

であるが、当該事務は複数の都道府県知事間において、適切かつ速やかな処理を行う必要

があることからも、以下の点に留意し行うこと。 

 

１．各都道府県においては、法附則第4条第3項及び第4項に関する確認欄等を含めた認定

特定行為業務従事者認定証登録簿を作成し保管を行うこととし、本規定により処分等の対

象となった認定特定行為業務従事者に関する事項については、処分等の後においても引き

続き登録簿上の管理を行うこと。 

 

２．法附則第4条第3項及び第4項のいわゆる欠格事由に該当する恐れのある事実の発覚及

びその旨の情報把握等を行った場合、情報提供者等を含む関係機関等との連携、調整によ

り事実の確認に努めること。 

 

３．政令附則第4条第2項もしくは第3項により通知を受けた都道府県知事は、速やかに当

該認定特定行為業務従事者に対し、認定特定行為業務従事者認定証の返納命令を行うとと

もに、通知を行った都道府県知事に対しても情報提供を行うこと。また、当該認定特定行

為業務従事者より認定特定行為業務従事者認定証の変更があった場合についても、その旨

の情報提供を行うこと。 
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４．あわせて、当該事務において連携、調整を行うべき関係機関等には厚生労働省も含まれ

ることから、上記の情報提供等については厚生労働省に対しても行うこと。 

 

 

第７ 都道府県知事による指導監督 

 

法第48条の9及び法附則第18条に基づく登録喀痰吸引等事業者及び登録研修機関に対

する都道府県知事による指導監督については、喀痰吸引等の制度の健全かつ適正な運営の

確保を図るため、法令等に基づく適正な事業実施に努めさせるよう行われること。 

 

  なお、当該指導監督業務の実施に関しては、介護保険法に基づき都道府県、指定都市、

中核市及び市町村が行う介護保険事業者指導及び業務管理体制確認検査の担当部署や、障

害者自立支援法に基づき都道府県、指定都市、中核市及び市町村が行う障害自立支援業務

実地指導の担当部署のほか、医療保険各法及び高齢者の医療の確保に関する法律に基づき

都道府県が行う指導監査の担当部署や、医療法に基づき都道府県等が行う医療監視の担当

部署とも連携の上、その円滑かつ効率的な実施に努められたい。 

 

 

第８ 経過措置 

 

１． 改正省令附則第2条について 

 

(1)平成24年 4月 1日から平成27年3月 31日までの介護福祉士に関する取扱い 

改正省令附則第 2 条第 1 項は、平成 24 年 4月 1 日から平成 27 年 3月 31 日までの間にお

いて、介護福祉士は、認定特定行為業務従事者として、特定行為を行うことを業とするこ

とができることを規定したものであること。 

したがって、省令第1条、第9条、第24条の2、第26条、第26条の2及び第26条の

3 の規定は、平成 27 年 3 月 31 日までは適用されないものであること（改正省令附則第 2

条第3項）。 

 

(2)平成27年 3月 31日までの間において介護福祉士が実施可能な行為 

平成27年 3月 31日までの間において、介護福祉士は認定特定行為業務従事者として特定

行為を行うものであるから、その実施可能な行為は、改正省令附則第2条第2項各号に掲

げる行為のうち、喀痰吸引等研修の課程を修了した特定行為とするものであること。 

 

２．改正省令附則第3条について 
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(1)対象者等 

改正省令附則第3条第1項の対象者及び実施可能な行為は以下の通りであること。 

 

① 対象者 

以下のいずれかに該当する者であること（改正法附則第13条第1項）。 

・平成27年 4月 1日において介護福祉士の登録を受けている者 

・平成27年 4月1日において介護福祉士となる資格を有する者であって同日以後に介護

福祉士の登録を受けたもの 

 

 ②実施可能な範囲 

以下のとおりであること。 

イ）改正法附則第 13 条第 3 項の指定研修課程を修了し、平成 27 年 4 月 1 日から平成 37

年 3 月 31 日までの間に厚生労働大臣に申請を行った場合には、同条第 5 項の特定登

録証の交付を受け、省令第1条の医師の指示の下に行われる行為を業とすることが可

能であること（改正法附則第13条第2項）。 

ロ）喀痰吸引等研修を受講し、認定特定行為業務従事者認定証の交付を受けた場合には、

認定特定行為業務従事者として特定行為を行うことを業とすることが可能であるこ

と（改正法附則第13条第8項）。 

 

３．改正省令附則第4条について 

 

(1)対象者等 

改正省令附則第4条第1項の対象者及び当該対象者が実施可能な行為は以下の通りで

あること。 

 

① 対象者 

以下のいずれかに該当する者であること（改正法附則第14条第1項）。 

・平成24年 4月1日において特定行為を適切に行う知識及び技能の修得を終えている者 

・平成24年 4月 1日において特定行為を適切に行う知識及び技能を修得中であり、同日

後に修得を終えた者 

 

② 実施可能な行為 

喀痰吸引等研修の課程を修了した者と同等以上の知識及び技能を有する旨の都道府

県知事の認定を受け、認定特定行為業務従事者認定証の交付を受けた場合には、認定特

定行為業務従事者として改正省令附則第4条第2項の医師の下に行われる行為を業とす

ることが可能であること（改正法附則第14条第3項）。 
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(2)具体的な経過措置対象の範囲 

改正省令附則第4条第1項に定める対象者及び同条第3項に定める行為の具体的な範囲

については、以下のとおりであること。 

 

○「ＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）患者の在宅療養の支援について（平成15年 7月 17日 

医政発第 0717001 号 厚生労働省医政局長通知）に基づき、平成 24 年 4 月 1 日におい

てたんの吸引の業務に従事する者又は同日においてたんの吸引を適切に行う知識及び

技能を修得中であり、同日後に修得を終えた者による喀痰吸引 

○「盲・聾・養護学校におけるたんの吸引等の取扱いについて（平成 16 年 10 月 20 日医

政発第 1020008 号 厚生労働省医政局長通知）に基づき、平成 24 年 4 月 1 日において

現にたんの吸引等の業務に従事する者又は同日においてたんの吸引等を適切に行う知

識及び技能を修得中であり、同日後に修得を終えた者による喀痰吸引及び経管栄養（気

管カニューレ内部の喀痰吸引を除く。） 

○「在宅におけるＡＬＳ以外の療養患者・障害者に対するたんの吸引の取扱いについて」

（平成17年 3月 24日医政発第0324006号 厚生労働省医政局長通知）に基づき、平成

24年4月1日においてたんの吸引の業務に従事する者又は同日においてたんの吸引を適

切に行う知識及び技能を修得中であり、同日後に修得を終えた者による喀痰吸引 

○「特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱いについて」（平成22年 4月1日医

政発第0401第 17号 厚生労働省医政局長通知）に基づき、必要な研修を修了し平成24

年 4月1日においてたんの吸引等の業務に従事する者又は同日においてたんの吸引等を

適切に行うために必要な知識及び技能に関する研修を受講中であり、同日後に修了した

者による喀痰吸引及び胃ろうによる経管栄養（チューブ接続及び注入開始を除く。） 

○平成 22 年度に厚生労働省から委託を受けて実施された「介護職員によるたんの吸引等

の試行事業（不特定多数の者対象）」の研修（平成22年度老人保健健康増進等事業「介

護職員によるたんの吸引等の試行事業の研修のあり方に関する調査研究事業」）につい

て、基本研修及び実地研修を修了した行為 

○「「平成23年度介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業」の実施につい

て」（平成23年 10月 6日老発第1006第 1号 厚生労働省老健局長通知）に基づく研修

について、基本研修及び実地研修を修了した行為 

○平成 22 年度に厚生労働省から委託を受けて実施された「介護職員によるたんの吸引等

の試行事業（特定の者対象）」の研修（平成22年度老人保健健康増進等事業「介護職員

によるたんの吸引等の試行事業の研修のあり方に関する調査研究事業」）について、基

本研修及び実地研修を修了した行為 

○「平成23年度介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業（特定の者対象）

の実施について｣（平成 23 年 11 月 11 日障発 1111 第 2 号 厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部長通知）に基づく研修について、基本研修及び実地研修を修了した行為 



24 

 

(3)申請に添付する書類 

改正省令附則第4条第1項第2号及び第3号に定める書類については、以下のとおりで

あること。 

  ・第2号：認定を受けようとする者本人の誓約書及び第三者による証明書 

  ・第3号：実施状況確認書 

 

(4)認定特定行為業務従事者認定証の管理 

改正法附則第14条第2項に基づき交付した認定特定行為業務従事者認定証については、

省令附則第6条各号及び改正省令附則第4条第1項各号のほか、法附則第4条第3項及び

第4項に関する確認欄等を含めた「認定特定行為業務従事者認定証登録簿（改正法附則第

14条関係）」を作成し保管を行うこと。 

 

 

第９ その他 

 

(1)登録特定行為事業者に関する特例 

平成24年 4月1日から平成27年 3月31日までの間に法附則第20条第1項の登録を受け

た登録特定行為事業者のうち、平成27年 4月1日において介護福祉士以外の介護従事者を使

用することなく、喀痰吸引等の業務を行っている場合は、改めて法第48条の3第1項の都道

府県知事の登録（登録喀痰吸引等事業者としての登録）を受ける必要はないものとすること。 

 

(2)喀痰吸引等登録実施状況の報告 

都道府県は、登録喀痰吸引等事業者数（登録特定行為事業者数）、登録研修機関数及び喀

吸引等研修課程数、認定特定行為業務従事者認定証の交付件数等について、毎年4月1日現

在の状況について、毎年5月31日までに、別途通知する都道府県喀痰吸引等実施状況報告書

により厚生労働省社会・援護局福祉基盤課宛に報告を行うこと。 

なお、事故や違法行為発生時など緊急性の高い事案に関する情報提供についてはこの限り

ではないこと。 

 

(3)実質的違法性阻却通知の取扱い 

介護職員等による喀痰吸引等の実施については、第８の３－（２）「具体的な経過措置対

象の範囲」に示す厚生労働省医政局長通知により、当面のやむを得ない措置として、在宅、

特別養護老人ホーム及び特別支援学校において一定の要件の下に認めるものと取り扱ってい

るが、当該通知について、新制度施行後に、その普及・定着の状況を勘案し、特段の事情が

ある場合を除いて原則として廃止する予定であること。 
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※なお、法の規定に基づく「社会福祉士及び介護福祉士法施行令（昭和62年政令第402号）

の公布時期は、11月下旬を予定しており、この通知に示す同施行令の条数は、暫定のもの

である旨、合わせて申し添える。 




